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(57)【要約】
　本開示の実施形態は、微少電気機械システム（ＭＥＭ
Ｓ）検知装置に関し、該装置は、光ビームを発生するよ
うに構成されたレーザ装置と、光ビームを受け取り出力
するように構成された第１の導波路と、第１の導波路と
端面同士がアライメントされた第２の導波路とを有する
。第２の導波路はアライメントされた端面を通した光学
的結合を介して、第１の導波路からの光ビームの少なく
とも一部を受け取るように構成されていてもよい。第１
または第２の導波路は、装置の慣性変化に応じて可動に
構成され、第１または第２の導波路の動きにより、慣性
変化の尺度を示す第２の光ビームの一部の光強度が対応
して変化する、他の実施形態は説明するか請求項に記載
した。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　微少電気機械システム（ＭＥＭＳ）装置であって、
　光ビームを発生するように構成されたレーザ装置と、
　前記光ビームを受け取り出力するように構成された第１の導波路と、
　前記第１の導波路と端面同士が実質的にアライメントされた第２の導波路であって、前
記実質的にアライメントされた端面を通した光学的結合により前記第１の導波路から前記
光ビームの少なくとも一部を受け取るように構成された第２の導波路とを有し、
　前記第１または第２の導波路は前記装置の慣性変化に応じて可動であるように構成され
、
前記第１または第２の導波路の動きにより、前記慣性変化の尺度を示す、前記光ビームの
一部の光強度に対応する変化が生じる、装置。
【請求項２】
　前記光ビームの一部の光強度の変化を検出し、前記慣性変化を決定するように構成され
た、前記第２の導波路に結合した検出器をさらに有する、
請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記第２の導波路の他の端面に端面同士で実質的にアライメントされた第３の導波路で
あって、前記第２と第３の導波路の実質的にアライメントされた端面を通した光学的結合
を介して前記第２の導波路から前記光ビームの一部の少なくとも一部分を受け取るように
構成された第３の導波路をさらに有し、
　前記第２の導波路は前記第１と第３の導波路の間に浮かぶ試験質量上で、前記第２の導
波路の変位を介して可動であるように構成されている、
請求項１または２に記載の装置。
【請求項４】
　前記光ビームの一部の光強度の変化を検出するように構成された、前記第３の導波路に
結合した検出器をさらに有する、
請求項３に記載の装置。
【請求項５】
　前記第１の導波路は、複数の端面で、前記光ビームの一部を出力するように構成され、
前記第２の導波路は、対応する複数の端面の一つであり、対応する複数の端面の個々の導
波路は前記第１の導波路の端面と端面同士が実質的にアライメントされており、対応する
複数の導波路は前記第１の導波路の端面との光学的結合を介して、前記光ビームの一部を
受け取るように構成されている、
請求項１に記載の装置。
【請求項６】
　前記第１または第２の導波路を可動に構成するステップはさらに、前記第１の導波路ま
たは対応する複数の導波路の複数の端面をそれぞれ可動に構成するステップをさらに含む
、
請求項５に記載の装置。
【請求項７】
　対応する複数の導波路は、前記光ビームの一部の光強度の変化を検出し、前記慣性変化
を決定するように構成された検出器に結合されている、
請求項６に記載の装置。
【請求項８】
　前記光ビームを出力するように構成された複数の端面は、対応する複数の導波路の端面
の間の間隔より、わずかに近いまたは遠い、
請求項７に記載の装置。
【請求項９】
　前記第１のまたは対応する複数の導波路の複数の端面の動きにより、前記個々の導波路
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の一つにより受け取られる光ビームの一部の光強度が減少し、及び前記個々の導波路の他
の一つにより受け取られる光ビームの一部の光強度が増加する、
請求項８に記載の装置。
【請求項１０】
　前記個々の導波路の一つは前記個々の導波路の他の一つに隣接している、
請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記個々の導波路の他の一つにより受け取られる光強度の増加は、前記装置の慣性変化
の方向を示す、請求項１０に記載の装置。
【請求項１２】
　試験質量構造がフレームに対して少なくとも一方向で可動であるように、前記フレーム
に可動に取り付けられた試験質量構造をさらに有し、
前記第１または第２の導波路の少なくとも一部は前記第１の試験質量構造上に配置され、
前記試験質量構造の動きにより、前記第１の導波路と第２の導波路の端面同士のアライメ
ントが変化する、
請求項１に記載の装置。
【請求項１３】
　前記試験質量は少なくとも２つのスプリングにより前記フレームに取り付けられている
、
請求項１２に記載の装置。
【請求項１４】
　前記フレームの外部加速により前記試験質量が動く、
請求項１２に記載の装置。
【請求項１５】
　前記装置は加速度計を有する、
請求項１４に記載の装置。
【請求項１６】
　前記装置は第１のアセンブリを有し、
　前記装置は第２のアセンブリをさらに含み、前記第２のアセンブリは、
　第２の光ビームを受け取り出力するように構成された第３の導波路と、
　前記第３の導波路と端面同士が実質的にアライメントされた第４の導波路であって、前
記実質的にアライメントされた端面を通した光学的結合により前記第３の導波路から前記
光ビームの少なくとも一部を受け取るように構成された第４の導波路とを有し、
　前記第３または第４の導波路は、前記装置の他の慣性変化に応じて可動に構成され、前
記第３または第４の導波路の動きにより、前記他の慣性変化の尺度を示す前記第２の光ビ
ームの一部の光強度が対応して変化する、
請求項１２ないし１４いずれか一項に記載の装置。
【請求項１７】
　前記試験質量構造は第１の試験質量構造であり、前記第４の導波路は第２の試験質量構
造上に配置されている、
　前記第２の試験質量構造の動きにより、前記第１の導波路と第２の導波路の端面同士の
アライメントが変化する、
請求項１６に記載の装置。
【請求項１８】
　前記第２の試験質量構造は前記フレームに可動に取り付けられ、前記試験質量構造が前
記フレームに対して少なくとも他の方向で可動であるようになり、前記他の方向は前記少
なくとも一方向と垂直である、
請求項１７に記載の装置。
【請求項１９】
　前記フレームの外部回転により前記第２の試験質量構造が動く、
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請求項１８に記載の装置。
【請求項２０】
　前記第２の試験質量は前記第１の試験質量上に配置されている、
請求項１９に記載の装置。
【請求項２１】
　前記装置はジャイロスコープを有する、
請求項１６に記載の装置。
【請求項２２】
　装置における慣性変化を検出する方法であって、
　装置の光源発生ユニットが、第１の導波路に光ビームを供給するステップであって、前
記第１の導波路は第２の導波路の端面に光学的に結合され、前記第２の導波路に前記光ビ
ームの少なくとも一部を伝送させる導波路を有する、
前記第１または第２の導波路は前記装置の慣性変化に応じて可動であるステップと、
　前記装置の検出モジュールが、前記装置の慣性変化に応じて、前記第２の導波路により
伝送される前記光ビームの一部の光強度の変化を検出するステップであって、前記変化は
前記第２と第１の導波路に対する前記第１または第２の導波路の動きにより生じ、前記変
化は前記装置の慣性変化の尺度を示す、
方法。
【請求項２３】
　前記慣性変化は前記装置の外部回転または加速のうち少なくとも一方を含む、
請求項２２に記載の方法。
【請求項２４】
　計算デバイスであって、
　プロセッサと、
　前記プロセッサに結合した微少電気機械システム（ＭＥＭＳ）装置であって、前記ＭＥ
ＭＳ装置は、
　光ビームを発生するように構成されたレーザ装置と、
　前記光ビームを受け取り出力するように構成された第１の導波路と、
　前記第１の導波路と端面同士が実質的にアライメントされた第２の導波路であって、前
記実質的にアライメントされた端面を通した光学的結合により前記第１の導波路から前記
光ビームの少なくとも一部を受け取るように構成された第２の導波路とを有し、
　前記第１または第２の導波路は前記計算デバイスの慣性変化に応じて可動であるように
構成され、
　前記第１のまたは第２の導波路の動きにより前記光ビームの位置の光強度が変化し、
　前記第２の導波路と結合し、前記光ビームの一部の光強度饒辺かを検出し、前記プロセ
ッサに、光強度の尺度を示す信号を出力するように構成された検出器とを有し、
　前記プロセッサは、前記信号に基づき前記計算デバイスの慣性変化を決定するように構
成されている、
計算デバイス。
【請求項２５】
　前記計算デバイスは、ラップトップ、ネットブック、ノートブック、ウルトラブック、
スマートフォン、タブレット、またはパーソナルデジタルアシスタント（ＰＤＡ）よりな
るグループから選択されたモバイル計算デバイスである、
請求項２４に記載の計算デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
[関連出願への相互参照]
　本願は、２０１３年１２月１３日出願の米国特許出願第１４／１０６，１５８号（発明
の名称「ＯＰＴＯ－ＭＥＣＨＡＮＩＣＡＬ　ＩＮＥＲＴＩＡＬ　ＳＥＮＳＯＲ」）の優先
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権の利益を主張するものである。
【０００２】
　本開示の実施形態は概して、光電子工学に関し、より具体的には加速度計及びジャイロ
スコープ測定のマイクロエレクトロニクスシステムの使用に関する。
【背景技術】
【０００３】
　ＭＥＭＳ（ｍｉｃｒｏ－ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　ｓｙｓｔｅｍｓ）方式センサを含む加
速度計やジャイロスコープなどの変位検知デバイスに対する市場の需要や売り上げは、着
実に増加してきている。広い範囲のコンシューマーエレクトロニクス、自動車、防衛装備
品への慣性ＭＥＭＳセンサの組み込みにより、より小型で、安価で、低電力で、低雑音で
、高精度なセンサに対する需要がある。しかし、ミクロスケールの加速度計やジャイロス
コープを生産する技術は、その始まりから基本的には変わっていない。加速度計やジャイ
ロスコープに使われる一般的なセンサは、試験質量（ｐｒｏｏｆ－ｍａｓｓ）を含み、試
験質量の変位が電子的に、例えばｉｎｔｅｒ－ｄｉｇｉｔａｔｅｄキャパシタプレートを
用いて検知される。しかし、従来の静電気検知方式では十分な感度や所望の感度範囲が得
られないことがある。
【図面の簡単な説明】
【０００４】
　実施形態は、添付した図面を参照して以下の詳細な説明を読めば、明らかになるだろう
。この説明を容易にするため、同じ参照数字は同じ構成要素を示す。添付の図面において
、実施形態は、例示として示すものであり、限定としてではない。
【図１】本開示の幾つかの実施形態による、慣性変化を検知するＭＥＭＳ検知デバイスの
一例を示す模式図である。
【図２】本開示の幾つかの実施形態による、試験質量の変位の関数として、伝送される光
の強度を表すグラフである。
【図３】本開示の幾つかの実施形態による、慣性変化を検知するＭＥＭＳ検知デバイスの
一部を示す模式図である。
【図４】本開示の幾つかの実施形態による、慣性変化を検知するＭＥＭＳ検知デバイスの
他の一実施形態を示す模式図である。
【図５】本開示の幾つかの実施形態による、図１の試験質量変位の関数として、光伝送パ
ワーを示すグラフである。
【図６】本開示の実施形態による、慣性変化を検知するＭＥＭＳ検知デバイスのさまざま
な構成を示す模式図である。
【図７】本開示の実施形態による、慣性変化を検知するＭＥＭＳ検知デバイスのさまざま
な構成を示す模式図である。
【図８】本開示の実施形態による、慣性変化を検知するＭＥＭＳ検知デバイスのさまざま
な構成を示す模式図である。
【図９】幾つかの実施形態による、ジャイロスコープを含むＭＥＭＳ検知デバイスの構成
例を示す図である。
【図１０】幾つかの実施形態による、外部回転がある又はないときに、ジャイロスコープ
の検知及び駆動モードを測定するように構成されたジャイロスコープに関する異なるモー
ドにあるＭＥＭＳ検知デバイスの例を示す。
【図１１】幾つかの実施形態による、外部回転がある又はないときに、ジャイロスコープ
の検知及び駆動モードを測定するように構成されたジャイロスコープに関する異なるモー
ドにあるＭＥＭＳ検知デバイスの例を示す。
【図１２】幾つかの実施形態による、外部回転がある又はないときに、ジャイロスコープ
の検知及び駆動モードを測定するように構成されたジャイロスコープに関する異なるモー
ドにあるＭＥＭＳ検知デバイスの例を示す。
【図１３】幾つかの実施形態による、外部回転がある又はないときに、ジャイロスコープ
の検知及び駆動モードを測定するように構成されたジャイロスコープに関する異なるモー
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ドにあるＭＥＭＳ検知デバイスの例を示す。
【図１４】本開示のさまざまな実施形態によるＭＥＭＳ検知デバイスを生産する手順例を
示す図である。
【図１５】幾つかの実施形態による、ＭＥＭＳ検知デバイスの作動方法を示すフロー図で
ある。
【図１６】幾つかの実施形態による、ＭＥＭＳ検知デバイスを含む計算デバイスの一例を
示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００５】
　本開示の実施形態は、ＭＥＭＳ（Ｍｉｃｒｏ－Ｅｌｅｃｔｒｏ－Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ
　Ｓｙｓｔｅｍｓ）による慣性変化を検知する構成及び手法を説明する。以下の説明では
、ここに例示した実装の様々な側面を、本技術分野の当業者が他の当業者に自らの業務内
容を伝えるときに一般的に用いる用語を用いて説明する。しかし、当業者には言うまでも
なく、本開示の実施形態は、説明した側面の一部だけで実施することもできる。例示する
実装をよく理解してもらうために、説明のため、具体的な数、材料、構成を記載する。
【０００６】
　しかし、当業者には言うまでもなく、本開示の実施形態は、具体的な詳細情報がなくて
も実施することができる。他の場合には、例示する実装を分かりにくくしないため、周知
の特徴は省略または簡略化する。
【０００７】
　以下の詳細な説明では、本願の一部を構成する添付した図面を参照する。図中、同じ数
字は同じパーツを示し、本開示の主題が実施され得る実施形態を例示するために示されて
いる。言うまでもなく、他の実施形態を用いてもよく、本開示の範囲から逸脱することな
く、構造的または論理的な変更をすることもできる。それゆえ、以下の詳細な説明は、限
定的な意味に取ってはならず、実施形態の範囲は添付した請求項とその等価物により確定
される。
【０００８】
　本開示の目的において、「Ａ及び／またはＢ」は（Ａ）、（Ｂ）、または（ＡかつＢ）
を意味する。本開示の目的において、「Ａ、Ｂ、及び／またはＣ」は、（Ａ）、（Ｂ）、
（Ｃ）、（ＡかつＢ）、（ＡかつＣ）、（ＢかつＣ）、または（Ａ、Ｂ、かつＣ）を意味
する。
【０００９】
　説明は、トップ／ボトム、イン／アウト、上／下などの遠近法的説明をすることがある
。このような説明は、説明を容易にするために用いているのであって、ここに説明する実
施形態の適用を特定のオリエンテーション（ｏｒｉｅｎｔａｔｉｏｎ）に限定しようとす
るものではない。
【００１０】
　説明では、「一実施形態では」または「実施形態では」との語句を用いることがある。
これらは一以上の同じまたは異なる実施形態を指す。さらにまた、「有する」、「含む」
、「持つ」などの用語は、本開示の実施形態に対して用いるとき、同意である。
【００１１】
　「～と結合した」及びその変化形を用いるかも知れない。「結合した」とは次の意味の
うち一つを有する。「結合した（ｃｏｕｐｌｅｄ）」という用語は、２つ以上の要素が物
理的または電気的に直接的に接触していることを示している。しかし、「結合した」は、
２以上の要素が間接的に互いに接触しているが、互いに協働または相互作用していること
を意味してもよいし、その他の一以上の要素が、互いに結合された要素間に結合または接
続されていることを意味してもよい。「直接結合した」との用語は２以上の要素が直接接
触していることを意味してもよい。
【００１２】
　さまざまな実施形態では、「第２のレイヤ上に形成され、デポジットされ、又は配置さ
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れた第１のレイヤ」との用語は、第１のレイヤが第２のレイヤの上に形成され、デポジッ
トされ、又は配置され、第１のレイヤの少なくとも一部が第２のレイヤの少なくとも一部
と、直接的に接触（例えば、直接的に、物理的及び／又は電気的に接触）している、又は
間接的に接触（例えば、第１のレイヤと第２のレイヤとの間の一以上の他のレイヤがある
）していることを意味してもよい。
【００１３】
　ここで用いているように、「モジュール」との用語は、特定用途集積回路（ＡＳＩＣ）
、電子回路、プロセッサ（共有、専用、またはグループ）及び／またはメモリ（共有、専
用、またはグループ）であって一以上のソフトウェアまたはファームウェアプログラムを
実行するもの、組み合わせ論理回路、及び／または説明の機能を提供するその他の好適な
コンポーネントを指し、その一部であり、または含む。
【００１４】
　図１は、幾つかの実施形態による、慣性変化を検知するＭＥＭＳ検知デバイス１００の
一例を示す模式図である。説明を目的として、破線で確定したデバイス１００のセクショ
ン１１８を、図１に破線の四角形１１８’内に拡大して示した。実施形態では、デバイス
１００は、光ビームを発生するように構成されたレーザ装置１０４（以下、「レーザ１０
４」）などの光源を含み得る。レーザ１０４は導波路１０８と結合され、発生した光ビー
ムを導波路１０８に供給するように構成されていてもよい。導波路１０８は代替的にバス
導波路とも呼ぶことがあり、レーザ１０４からの光ビームを伝送するように構成されてい
てもよい。
【００１５】
　導波路１０８は導波路１１０と、端面１２０と端面１２２が一直線（ａｌｉｇｎｅｄ）
になっていてもよい。図示したように、導波路は片持ち端（ｃａｎｔｉｌｅｖｅｒｅｄ　
ｔｉｐｓ）で構成されていてもよく、例えば導波路の先端がフレームと試験質量との間の
空間に突き出していてもよい。端面１２０と１２２はギャップ１２４を越えて一直線（ａ
ｌｉｇｎｅｄ）になっていてもよい。ギャップ１２４の距離は、導波路１０８と導波路１
１０が端面１２０と１２２を通して光学的に結合しているように構成されていてもよい。
かかる構成では、導波路１１０は、レーザ１０４により発生され、導波路１０８を通して
伝送される光ビームの少なくとも一部を受け取る。導波路１１０は、１１８’に示し説明
したのと同様に、導波路１１２と端面どうしが一直線になっていて、光学的に結合してい
てもよい。実施形態では、導波路１１２は、検出器１０６と結合されてもよく、導波路１
１０との光学的結合を通して受け取った光を、検出器１０６に出力してもよい。検出器１
０６は、導波路１１２により検出器１０６に出力される光の量または強度を検出するよう
に構成されていてもよい。
【００１６】
　実施形態では、導波路１０８と１１２は、導波路１０８や１１２がデバイス１００に対
して動かないように、フレーム１０２に取り付けられていてもよい。導波路１１０は試験
質量１１４に取り付けられていてもよい。試験質量１１４は、スプリング１１６などの２
以上のスプリング、レッグ（ｌｅｇｓ）、フレクシャ（ｆｌｅｘｕｒｅｓ）によりフレー
ム１０２に取り付けられていてもよい。実施形態では、スプリングは一方向に変形可能、
例えば伸び縮み可能なように構成されていてもよい。この変形可能性により、デバイス１
００の慣性変化に応じて、導波路１０８及び１１２に対して、矢印１２６で示したように
、試験質量１１４及びその結果、導波路１１０がせん断運動で動き得る。結果として、デ
バイス１００への慣性変化により光導波路１１０の動きが生じ、導波路１０８との光学的
結合を通して導波路１１０に伝送される光の量が増減する。結果として、導波路１１０と
の光学的結合を通して導波路１１２に伝送される光の強度は増加または減少し得る。導波
路１１２を通る光の強度の増減は検出器１０６により検出できる。検出器１０６により検
出される増減の大きさを、デバイス１００の動きの大きさを決定に用いることができる。
これにより、試験質量のどんな小さな動きでも、またその結果として、デバイス１００の
どんな小さな動きでも、非常に敏感に検出できる。実施形態では、導波路の先端は反射防
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止コーティングでコーティングされ、またはテーパー形成され、公報反射及び損失を低減
または最小化するようにしてある。片持ち端（ｃａｎｔｉｌｅｖｅｒ　ｔｉｐｓ）を有す
る導波路としてここでは説明するが、図３を参照して後で説明するようなリブ導波路（ｒ
ｉｂ　ｗａｖｅｇｕｉｄｅ）を、図示した片持ち導波路の替わりに利用してもよい。
【００１７】
　図２は、幾つかの実施形態による、試験質量１１４の変位の関数として、図１の検出器
１０６に伝送される光の強度を表すグラフである。図示したように、両方のグラフ２００
と２０２の水平軸は、図１のデバイス１００の変位量を示す。両方のグラフの垂直軸は、
図１の検出器１０６により検出される光の強度を示す。グラフ２００において、図１の導
波路１０８－１１２は、デバイス１００が静止位置（ｒｅｓｔ　ｐｏｓｉｔｉｏｎ）にあ
るとき、光の最大強度を伝送するように調整（ａｌｉｇｎｅｄ）されていてもよい。結果
として、Ｘ軸に沿ったどちらの方向におけるデバイス１００の動きも、伝送される光強度
を低減するように作用し得る。検出器１０６は、光強度のこの減少を検出するように構成
され、検出されたこの減少を利用してデバイス１００の動きの大きさを決定する。
【００１８】
　他の一実施形態では、グラフ２０２に示したように、導波路１０８－１１２は、デバイ
スが静止位置にある時、最大光強度より小さい光が伝送されるように調整されてもよい。
かかる一実施形態では、慣性変化の方向の決定は、一方向での動きにより少なくとも最初
は光強度が増加し、反対方向での動きにより減少するため行い得る。図１の検出器１０６
は、光強度のこの変化を検出するように構成されてもよく、検出された変化を利用してデ
バイス１００の動きの大きさを決定してもよい。
【００１９】
　図３は、リブ導波路を用いる幾つかの実施形態による、慣性変化を検知するＭＥＭＳ検
知デバイス３００の一部を示す図である。検知デバイス３００は絶縁レイヤ３０８に配置
されたリブ導波路３０２を有しても良い。リブ導波路３０２は、リブ導波路３０２に光ビ
ームを供給するように構成されたレーザ（図示せず）と結合されていてもよい。リブ導波
路３０２は、ギャップ３０４を越えてリブ導波路３０６と光学的に結合している。リブ導
波路３０６は、絶縁レイヤ３１０に配置され、リブ導波路３０６により出力される光強度
を検出するように構成された検出器（図示せず）と結合していてもよい。実施形態では、
絶縁レイヤ３０８または絶縁レイヤ３１０は、矢印３１２で示したように、せん断運動で
きるように構成されていてもよい。一絶縁レイヤ（例えば、絶縁レイヤ３０８）がせん断
方向に可動である実施形態では、他の絶縁レイヤ（例えば、絶縁レイヤ３１０）はＭＥＭ
Ｓ検知デバイスに対して固定されていてもよい。ここではリブ導波路と片持ち導波路を説
明しているが、本開示はこれらのタイプの導波路には限定されず、本開示の範囲から逸脱
することなく、どんな導波路でも適したものを利用してもよい。さらにまた、一種類の導
波路を参照して説明するどの実施形態も、説明した導波路の替わりに他種の導波路を用い
ことができる。ここで、導波路は片持ち導波路、リブ導波路、または各実施形態に適した
その他の導波路を指し得る。
【００２０】
　図４は、慣性変化を検知するＭＥＭＳ検知デバイス４００の多重実施形態を示す模式図
である。多重的実施形態において、図１のレーザ１０４などのレーザと結合した導波路４
０４は、その導波路の一部としてスプリッタ４０６を有しても良い。スプリッタ４０６は
、レーザにより導波路の部分４０８－４１２（以下、簡単のため導波路４０８－４１２と
言う）に供給された光ビームを分岐するように構成されていてもよい。導波路４０８－４
１２は、その端面がそれぞれ導波路４１６－４２０と光学的に結合するように構成されて
いてもよい。
【００２１】
　幾つかの実施形態では、図示したように、一組の導波路（例えば、導波路４０８－４１
２）の各導波路間の間隔は、他の組の導波路（例えば、導波路４１６－４２０）の各導波
路の間隔よりわずかに（ｆｒａｃｔｉｏｎａｌｌｙ）小さくても又は大きくてもよい。か
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かる構成により、慣性変化の方向を測定できる。方向性の決定は、光学的に結合した一ペ
アの導波路（例えば、導波路４１０と４１８）のアライメント（ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）が
はずれた時、光学的に結合した他の一ペアの導波路（例えば、導波路４１２と４２０）が
アライメントされることがあるからである。導波路が動いてアライメントされていない状
態になると、光学的結合を通して伝送される光の量が減少し、導波路が動いてアライメン
トされた状態になると、光学的結合を通して伝送される光の量が増加する。これを図５に
示したグラフ５００によりデモンストレーションする。実施形態において、導波路４１６
－４２０はそれぞれ、個々の導波路４１６－４２０により出力される光の強度を決定する
ように構成された個々の検出器（図示せず）と結合されていてもよい。片持ち端（ｃａｎ
ｔｉｌｅｖｅｒ　ｔｉｐｓ）を有する導波路としてここでは説明するが、図３を参照して
上で説明したようなリブ導波路（ｒｉｂ　ｗａｖｅｇｕｉｄｅ）を、図示した片持ち導波
路の替わりに利用してもよい。ここでは、３つの導波路がそれぞれ他の導波路の３つのセ
グメントと光学的に結合しているように図示したが、デバイスに要求される感度や測定範
囲に応じて、いくつの導波路やセグメントを利用してもよい。
【００２２】
　図５は、幾つかの実施形態による、図３に示した導波路の試験質量の関数として光学的
伝送パワーを示すグラフ５００である。実施形態では、このグラフは、図４の導波路４１
６－４２０と結合した個々の検出器に出力され検出された光強度を表す。図から分かるよ
うに、グラフ５００の水平軸は、図４のデバイス４００のＸ軸に沿った変位の大きさを示
す。グラフ５００の垂直軸は、導波路４１６－４２０に結合した個々の検出器により検出
された光の強度を示す。曲線５０２－５０６は、導波路４１６－４２０に結合した個別の
検出器により検出された光強度を示す。
【００２３】
　曲線５０４で示すように、図４の導波路４１０と４１８はアライメントされ、デバイス
４００が静止（または初期）位置にある時、導波路４１８が最大光強度を出力するように
なっている。曲線５０２は、デバイス４００が静止位置（ｒｅｓｔ　ｐｏｓｉｔｉｏｎ）
にあるとき、導波路４０８と４１６がアライメントされ、導波路４１６が最大光強度より
小さい光強度を出力することを示し、曲線５０６は、導波路４１２と４２０のアライメン
トに対して同様のことを示している。グラフから分かるように、導波路４１８により出力
される光強度が減少すると、デバイス４００の動きの向きに応じて、導波路４１６と４２
０により出力される光強度は増加する。結果として、動きの大きさと動きの向きとの両方
が、導波路４１６－４２０により出力される光強度の変化を調べることにより、決定され
得る。
【００２４】
　図６ないし図８は、本開示の実施形態によるＭＥＭＳ検知デバイスの異なる構成を示す
模式図である。図６は、スプリング６０６－６１２を介してフレーム６０２に取り付けら
れたフレーム６０２と試験質量６０４とを有するＭＥＭＳ検知デバイス６００を示す。ス
プリング６０６－６１２は、矢印６４２の方向の試験質量６０４の動きを制限するように
構成されていてもよい。幾つかの実施形態では、デバイス６００は試験質量６０４に取り
付けられたレーザ６１４をさらに有する。レーザ６１４の電子リード６３８と６４０は、
スプリング６０６及び６０８に取り付けられ、それに沿って取り回されて（ｒｏｕｔｅｄ
）いる。レーザ６１４は、導波路スプリッタ６１８に光ビームをルーティング（ｒｏｕｔ
ｉｎｇ）するイニシャル導波路セグメント６１６を有する導波路に結合され、それに光ビ
ームを供給するように構成されていてもよい。導波路スプリッタ６１８は導波路セグメン
ト６２０－６２４の間で光ビームをスプリットする。デバイス６００は、幾つかの実施形
態では、フレーム６０２に取り付けられた光検出器６２６－６３０を有する。光検出器６
２６－６３０は、それぞれ導波路６３２－６３６と結合されている。光検出器６２６－６
３０は、それぞれ導波路６３２－６３６により出力される光量を検出するように構成され
ていてもよい。デバイス６００は、導波路のセグメント６２０－６２４が導波路６３２－
６３６に光学的に結合するように構成されている。かかる構成による動きの検出は、図４
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及び図５を参照して上で説明したのと同様である。
【００２５】
　図７は、スプリング７０６－７１２を介してフレーム７０２に取り付けられたフレーム
７０２と試験質量７０４とを有するＭＥＭＳ検知デバイス７００を示す。スプリング７０
６－７１２は、矢印７４２の方向の試験質量７０４の動きを制限するように構成されてい
てもよい。幾つかの実施形態では、デバイス７００は試験質量７０４に取り付けられた光
検出器７２６－７３０をさらに有する。光検出器７２６ー７３０の電子リード７３８と７
４０は、スプリング７１０－７１２に取り付けられ、それに沿って取り回されて（ｒｏｕ
ｔｅｄ）いてもよい。光検出器７２６－７３０は、それぞれ導波路７３２－７３６と結合
されている。光検出器７２６－７３０は、それぞれ導波路７３２－７３６により出力され
る光量を検出するように構成されていてもよい。デバイス７００は、幾つかの実施形態で
は、フレーム７０２に取り付けられたレーザ７１４を有する。レーザ７１４は、導波路ス
プリッタ７１８に光ビームをルーティング（ｒｏｕｔｉｎｇ）するイニシャル導波路セグ
メント７１６を有する導波路に結合され、それに光ビームを供給するように構成されてい
てもよい。導波路スプリッタ７１８は導波路セグメント７２０－７２４の間で光ビームを
スプリットする。デバイス７００は、導波路のセグメント７２０－７２４が導波路７３２
－７３６に光学的に結合するように構成されている。かかる構成による動きの検出は、図
４及び図５を参照して上で説明したのと同様である。
【００２６】
　図８は、スプリング８０６－８１２を介してフレーム８０２に取り付けられたフレーム
８０２と試験質量８０４とを有するＭＥＭＳ検知デバイス８００を示す。スプリング８０
６－８１２は、矢印８４２の方向の試験質量８０４の動きを制限するように構成されてい
てもよい。幾つかの実施形態では、デバイス８００はフレーム８０４に取り付けられた光
検出器８２６－８３０をさらに有する。光検出器８２６－８３０は、それぞれ導波路８３
２－８３６と結合されている。光検出器８２６－８３０は、それぞれ導波路８３２－８３
６により出力される光量を検出するように構成されていてもよい。デバイス８００は、幾
つかの実施形態では、フレーム８０２に取り付けられたレーザ８１４を有する。レーザ８
１４は、イニシャル導波路セグメント８１６を有する導波路に結合され、それに光ビーム
を供給するように構成されていてもよい。イニシャル導波路セグメント８１６は、図示し
たとおり、試験質量８０４に取り付けられ、スプリング８０６に沿ってルーティングされ
ている。イニシャル導波路セグメントは導波路の導波路スプリッタセグメント８１８に光
ビームをルーティングしてもよい。導波路スプリッタ８１８は導波路セグメント８２０－
８２４の間で光ビームをスプリットする。デバイス８００は、導波路のセグメント８２０
－８２４が導波路８３２－８３６に光学的に結合するように構成されている。かかる構成
による動きの検出は、図４及び図５を参照して上で説明したのと同様である。
【００２７】
　図９は、幾つかの実施形態による、ジャイロスコープを含むＭＥＭＳ検知デバイスの構
成例である。検知デバイス９００は、固定フレーム９０４に取り付けられた外部試験質量
９０２を含む。試験質量９０２は、図１及び６－８を参照して説明したものと同様の構成
であり、図１及び６－８を参照して説明したものと同様の検知デバイス（図７では説明を
簡単にするため図示していない）を含んでいても良い。試験質量９０２は、矢印９０８に
より示された方向に動くよう構成されている（駆動モード）。
【００２８】
　デバイス９００は、矢印９０８により示された方向に、例えば駆動モードと垂直に、自
由に動く（検知モード）内部試験質量９０６（図１及び６－８を参照して説明したものと
同様に構成され、説明を簡単にするため図示していない同様の検知デバイスを含むもの）
をさらに含んでいても良い。幾つかの実施形態では、内部試験質量９０６は外部試験質量
９０２内に配置されてもよい。他の実施形態では、内部試験質量９０２及び外部試験質量
９０６は、慣性力のため別々に配置され、フレーム９０４に取り付けられていてもよい。
外部試験質量９０２は、（回転速度を決定するために計算される）コリオリ力を測定可能
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にするため、例えば「駆動」セットのコムフィンガー（ｃｏｍｂ　ｆｉｎｇｅｒｓ）（説
明を簡単にするため図示せず）を用いて、所定の駆動周波数「ＧＯ　ｄｒｉｖｅ」で励起
され得る。
【００２９】
　図１０－１３は、外部回転がある場合と無い場合に、ジャイロスコープの検知及び駆動
モードを測定するように構成されたジャイロスコープに関する異なるモードのＭＥＭＳ検
知デバイス９００、例えば図９を参照して説明したように構成された加速度計１０００、
１１００、１２００、及び１３００の例を示す図である。より具体的には、デバイス９０
０は、外部回転を印加してもしなくても、駆動モードと検知モードを検知するように構成
されていてもよい。例えば、デバイス９００は、状態１０００と１１００において外部回
転を印加しないで、駆動モード及び検知モードを検知してもよく、状態１２００と１３０
０において外部回転を印加して、駆動モード及び検知モードを検知してもよい。（紙面内
における）外部回転をかけるとき、内部試験質量９０６は、周波数「ωｓｅｎｓｅ」＝「
ωｄｒｉｖｅ」で動く。デバイス９００は、数字１００２、１１０２、１２０２、及び１
３０２で示された黒い楕円の位置における、状態１０００、１１００、１２００、及び１
３００の検知モードまたは駆動モードのいずれかの動きを検出するように構成されていて
もよい。
【００３０】
　図１４は、本開示のさまざまな実施形態によるＭＥＭＳ検知デバイスを生産する手順例
を示す図である。手順１４００において、レーザ１４０８と光検出器１４１０とがシリコ
ンのエピタキシャルレイヤ（シリコン・エピ）１４１２に配置されたチップを供給する。
シリコン・エピ１４１２は埋込酸化物（ＢＯＸ）レイヤ１４１４に配置されてもよい。Ｂ
ＯＸレイヤ１４１４はシリコン基板１４１６上に配置され得る。実施形態では、フォトマ
スクレイヤ１４１８ａと１４１８ｂをシリコン・エピ（ｓｉｌｉｃｏｎ　ｅｐｉ）１４１
２上に形成し、フォトマスクレイヤ間にギャップを作り、シリコン・エピ１４１２の一部
が露出するようにしてもよい。実施形態では、シリコン・エピ１４１２は導波路として機
能するように構成されてもよい。
【００３１】
　手順１４０２において、シリコン・エピ１４１２の、フォトマスクレイヤ１４１８ａと
１４１８ｂとの間のギャップに露出された部分は、ＢＯＸレイヤ１４１４が露出するまで
、完全にエッチングされる。結果として、シリコン・エピレイヤは、別々のセクション１
４１２ａと１４１２ｂとに分割され、その間にギャップ１４２２を有する。実施形態では
、ギャップ１４２２は、１４１２ａと１４１２ｂとが光学的に結合しているように構成さ
れてもよい。また、フォトマスクレイヤ１４２４ａと１４２４ｂをシリコン基板１４１６
上に形成し、フォトマスクレイヤ間にギャップを作り、シリコン基板１４１６一部が露出
するようにしてもよい。
【００３２】
　手順１４０４において、フォトマスクレイヤ１４２４ａと１４２４ｂとの間に露出した
、シリコン基板の部分は、例えば、ＢＯＸレイヤ１４１４に届くまで、深反応性イオンエ
ッチングにより、エッチングしてもよい。結果として、シリコン基板１４１６は２つのセ
クション１４１６ａと１４１６ｂとで形成され、間にギャップ１４２６ができる。手順１
４０６において、ＢＯＸレイヤ１４１４は、例えば、フッ化水素（ＨＦ）蒸気エッチング
を用いて、ＢＯＸレイヤ１４１４を通してエッチングされた穴を有し、ギャップ１４２８
を作り、２つの別々のピース１４３０ａと１４３０ｂが元のチップから形成されるように
しても良い。実施形態では、基板１４１６ａまたは１４１６ｂは、図１または６－８を参
照して前に説明したようなフレームの部分であってもよく、シリコン１４１６ｂまたは１
４１６ａの２つのセクションのうち他方は、試験質量の一部であってもよい。これにより
、２つの別々のピース１４３０ａと１４３０ｂのどちらかがその場所に留まり、２つの別
々のピース１４３０ａと１４３０ｂの他方が可動であることになる。
【００３３】



(12) JP 2017-504004 A 2017.2.2

10

20

30

40

50

　図１５は、幾つかの実施形態による、ＭＥＭＳ検知デバイスの動作を示すプロセスフロ
ー図である。プロセス１５００はブロック１５０２で始まり、第１の導波路に光源が設け
られる。実施形態では、第１の導波路は第２の導波路と光学的に結合していてもよい。
【００３４】
　ブロック１５０４において、第２の導波路により出力された光の強度変化が検出される
。変化は、第１または第２の導波路の相互の変位に応じて生じ得る。上記の通り、変位は
、ＭＥＭＳ検知デバイスまたはＭＥＭＳ検知デバイスを含む装置にかかる外部加速の結果
として生じても良く、一以上の入力と一以上の出力を有する導波路を含んでもよい。
【００３５】
　ブロック１５０６において、ＭＥＭＳ検知デバイス（またはＭＥＭＳ検知デバイスを含
む装置）にかかる慣性変化（例えば、外部加速または回転）は、検出される光強度変化に
基づいて決定できる。
【００３６】
　特許請求される主題の理解に最も役立つように、さまざまな動作が、順次的な複数の離
散的な動作として説明される場合がある。しかし、説明の順序は、これらの動作が必ずそ
の順序で行われないことを示唆するものと介してはならない。本開示の実施形態は、必要
に応じて構成された好適なハードウェア及び／又はソフトウェアを用いて、システムまた
は装置に実行してもよい。
【００３７】
　図１６は、幾つかの実施形態による、ＭＥＭＳ検知デバイスを含む計算デバイスの一例
を示す図である。図１６は、一実施形態による、システム１６００の一例を示す。該シス
テムは、一以上のプロセッサ１６０４、プロセッサ１６０４の少なくともひとつに結合し
たシステム制御モジュール１６０８、システム制御モジュール１６０８に結合したシステ
ムメモリ１６１２、システム制御モジュール１６０８に結合した不揮発性メモリ（ＮＶＭ
）／ストレージ１６１４、及びシステム制御モジュール１６０８に結合した一以上の通信
インタフェース１６２０を含む。
【００３８】
　幾つかの実施形態では、システム１６００は、上記のＭＥＭＳ検知デバイス１００、６
００、７００、８００、または９００などの慣性検知デバイスを含み、光強度の変化を検
出し、システムにかかる外部加速及び／又は回転を計算することを目的とする機能を実行
するロジック／モジュール、及び／又はここに説明したその他のモジュールを提供し得る
。幾つかの実施形態では、システム１６００は、命令を含む一以上のコンピュータ読み取
り可能媒体（例えば、システムメモリまたはＮＶＭ／ストレージ１６１４）と、一以上の
コンピュータ読み取り可能媒体と結合し、命令を実行して、ここに説明した光強度変化検
出と慣性変化計算のアクションを実行するモジュールを実施するように構成された一以上
のプロセッサ（例えば、プロセッサ１６０４）とを含む。
【００３９】
　一実施形態において、システム制御ロジック１６０８は、プロセッサ１６０４の少なく
とも一つに、及び／またはシステム制御ロジック１６０８と通信する任意の好適なデバイ
スまたはコンポーネントに、好適なインタフェースを提供する好適なインタフェースコン
トローラを含む。
【００４０】
　システム制御モジュール１６０８は、システムメモリ１６１２にインタフェースを提供
するメモリコントローラモジュール１６１０を含み得る。メモリコントローラモジュール
１６１０は、ハードウェアモジュール、ソフトウェアモジュール、及び／又はファームウ
ェアモジュールであってもよい。システムメモリ１６１２は、例えばシステム１６００の
データ及び／または命令をロード及び格納するために用いられる。システムメモリ１６１
２は、一実施形態では、例えば、ＤＲＡＭなどの好適な揮発性メモリを含んでいてもよい
。システム制御モジュール１６０８は、一実施形態では、ＮＶＭ／記憶部１６１４及び通
信インタフェース１６２０とのインタフェースを提供する１つ以上の入出力（Ｉ／Ｏ）コ
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ントローラを含む。
【００４１】
　ＮＶＭ／記憶部１６１４は、例えばデータ及び／または命令を格納するために用いられ
る。ＮＶＭ／記憶部１６１４は、フラッシュメモリなどの不揮発性メモリを含み、及び／
または一以上のハードディスクドライブ（ＨＤＤ）、一以上のコンパクトディスク（ＣＤ
）ドライブ、及び／又は一以上のデジタルバーサタイルディスク（ＤＶＤ）ドライブなど
の好適な不揮発性ストレージデバイスを含み得る。ＮＶＭ／記憶部１６１４は、システム
１６００がインストールされているデバイスの物理的に一部である記憶リソースを含み、
そのデバイス（必ずしもその一部ではない）によりアクセス可能である。例えば、ＮＶＭ
／記憶部１６１４は通信インタフェース１６２０を介してネットワークによりアクセス可
能である。
【００４２】
　通信インタフェース１６２０は、ネットワークにより、及び／またはその他の好適なデ
バイスにより通信するインタフェースをシステム１６００に提供する。システム１６００
は、一以上の無線ネットワーク標準及び／又はプロトコルにより、その無線ネットワーク
の一以上のコンポーネントと無線通信できる。
【００４３】
　一実施形態では、プロセッサ１６０４のうち少なくとも１つは、システム制御モジュー
ル１６０８の１つ以上のコントローラ、例えば、メモリコントローラモジュール１６１０
のロジックとともにパッケージされ得る。一実施形態では、プロセッサ１６０４のうち少
なくとも１つは、システム制御モジュール１６０８の１つ以上のコントローラのロジック
とともにパッケージされ、システムインパッケージ（ＳｉＰ）を構成し得る。一実施形態
では、プロセッサ１６０４のうち少なくとも１つは、システム制御モジュール１６０８の
１つ以上のコントローラのロジックと同じダイ（ｄｉｅ）に集積され得る。一実施形態で
は、プロセッサ１６０４のうち少なくとも１つは、システム制御モジュール１６０８の１
つ以上のコントローラのロジックと同じダイ（ｄｉｅ）に集積され、システムオンチップ
（ＳｏＣ）を構成し得る。
【００４４】
　様々な実施形態において、システム１６００のコンポーネントはより多くても少なくて
もよく、及び／またはそのアーキテクチャは異なるものであってもよい。例えば、幾つか
の実施形態では、システム１６００は、カメラ、キーボード、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ
）スクリーン（タッチスクリーンディスプレイを含む）、不揮発性メモリポート、複数の
アンテナ、グラフィックスチップ、特定用途集積回路（ＡＳＩＣ）、及びスピーカのうち
一つ以上を含む。
【００４５】
　さまざまな実施形態では、システム１６００は、限定ではないが、携帯型計算デバイス
（例えば、ラップトップコンピューティングデバイス、ハンドヘルドコンピューティング
デバイス、タブレット、ノートブックなど）、ラップトップ、ノートブック、ウルトラブ
ック、スマートフォン、タブレット、パーソナルデジタルアシスタント（ＰＤＡ）、ウル
トラモバイルＰＣ、携帯電話、デスクトップコンピュータ、サーバ、プリンタ、スキャナ
、モニター、セットトップボックス、エンターテイメント制御ユニット、デジタルカメラ
、携帯型音楽プレーヤ、又はデジタルビデオレコーダを含み得る。さらに別の実施形態で
は、システム１６００はその他のどんな電子デバイスであってもよい。
【００４６】
　ここに説明した実施形態は、次の実施例でさらに例示され得る。実施例１は、微少電気
機械システム（ＭＥＭＳ）装置であって、光ビームを発生するように構成されたレーザ装
置と、前記光ビームを受け取り出力するように構成された第１の導波路と、前記第１の導
波路と端面同士が実質的にアライメントされた第２の導波路であって、前記実質的にアラ
イメントされた端面を通した光学的結合により前記第１の導波路から前記光ビームの少な
くとも一部を受け取るように構成された第２の導波路とを有し、前記第１または第２の導
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波路は前記装置の慣性変化に応じて可動であるように構成され、前記第１または第２の導
波路の動きにより、前記慣性変化の尺度を示す、前記光ビームの一部の光強度に対応する
変化が生じる。
【００４７】
　実施例２は実施例１の主題を含んでいてもよく、前記光ビームの一部の光強度の変化を
検出し、前記慣性変化を決定するように構成された、前記第２の導波路に結合した検出器
をさらに有する。
【００４８】
　実施例３は実施例１の主題を含んでいてもよく、前記第２の導波路の他の端面に端面同
士で実質的にアライメントされた第３の導波路であって、前記第２と第３の導波路の実質
的にアライメントされた端面を通した光学的結合を介して前記第２の導波路から前記光ビ
ームの一部の少なくとも一部分を受け取るように構成された第３の導波路をさらに有し、
前記第２の導波路は前記第１と第３の導波路の間に浮かぶ試験質量上で、前記第２の導波
路の変位を介して可動であるように構成されている。
【００４９】
　実施例４は実施例３の主題を含んでいてもよく、前記光ビームの一部の光強度の変化を
検出するように構成された、前記第３の導波路に結合した検出器をさらに有する。
【００５０】
　実施例５は実施例１の主題を含んでいてもよく、前記第１の導波路は、複数の端面で、
前記光ビームの一部を出力するように構成され、前記第２の導波路は、対応する複数の端
面の一つであり、対応する複数の端面の個々の導波路は前記第１の導波路の端面と端面同
士が実質的にアライメントされており、対応する複数の導波路は前記第１の導波路の端面
との光学的結合を介して、前記光ビームの一部を受け取るように構成されている。
【００５１】
　実施例６は実施例５の主題を含んでいてもよく、前記第１または第２の導波路を可動に
構成するステップはさらに、前記第１の導波路または対応する複数の導波路の複数の端面
をそれぞれ可動に構成するステップをさらに含む。
【００５２】
　実施例７は実施例６の主題を含んでいてもよく、対応する複数の導波路は、前記光ビー
ムの一部の光強度の変化を検出し、前記慣性変化を決定するように構成された検出器に結
合されている。
【００５３】
　実施例８は実施例７の主題を含んでいてもよく、前記光ビームを出力するように構成さ
れた複数の端面は、対応する複数の導波路の端面の間の間隔より、わずかに近いまたは遠
い。
【００５４】
　実施例９は実施例８の主題を含んでいてもよく、前記第１のまたは対応する複数の導波
路の複数の端面の動きにより、前記個別の導波路の一つにより受け取られる光ビームの一
部の光強度が減少し、及び前記個別の導波路の他の一つにより受け取られる光ビームの一
部の光強度が増加する。
【００５５】
　実施例１０は実施例９の主題を含んでいてもよく、前記個別の導波路の一つは前記個別
の導波路の他の一つに隣接している。
【００５６】
　実施例１１は実施例１０の主題を含んでいてもよく、前記個別の導波路の他の一つによ
り受け取られる光強度の増加は、前記装置の慣性変化の方向を示す。
【００５７】
　実施例１２は実施例１の主題を含んでいてもよく、試験質量構造が前記フレームに対し
て少なくとも一方向で可動であるように、フレームに可動に取り付けられた試験質量構造
をさらに有し、前記第１または第２の導波路の少なくとも一部は前記第１の試験質量構造
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上に配置され、前記試験質量構造の動きにより、前記第１の導波路と第２の導波路の端面
同士のアライメントが変化する。
【００５８】
　実施例１３は実施例１２の主題を含んでいてもよく、前記試験質量は少なくとも２つの
すプレイングにより前記フレームに取り付けられている。
【００５９】
　実施例１４は実施例１２の主題を含んでいてもよく、前記フレームの外部加速により前
記試験質量が動く。
【００６０】
　実施例１５は実施例１４の主題を含んでいてもよく、前記装置は加速度計を有する。
【００６１】
　実施例１６は実施例１２－１４のいずれかの主題を含んでいてもよく、前記装置は第１
のアセンブリを有し、前記装置は第２のアセンブリをさらに含み、前記第２のアセンブリ
は、　第２の光ビームを受け取り出力するように構成された第３の導波路と、前記第３の
導波路と端面同士が実質的にアライメントされた第４の導波路であって、前記実質的にア
ライメントされた端面を通した光学的結合により前記第３の導波路から前記光ビームの少
なくとも一部を受け取るように構成された第４の導波路とを有し、前記第３または第４の
導波路は、前記装置の他の慣性変化に応じて可動に構成され、前記第３または第４の導波
路の動きにより、前記他の慣性変化の尺度を示す前記第２の光ビームの一部の光強度が対
応して変化する。
【００６２】
　実施例１７は実施例１６の主題を含んでいてもよく、前記試験質量構造は第１の試験質
量構造であり、前記第４の導波路は第２の試験質量構造上に配置されている、前記第２の
試験質量構造の動きにより、前記第１の導波路と第２の導波路の端面同士のアライメント
が変化する。
【００６３】
　実施例１８は実施例１７の主題を含んでいてもよく、前記第２の試験質量構造は前記フ
レームに可動に取り付けられ、前記試験質量構造が前記フレームに対して少なくとも他の
方向で可動であるようになり、前記他の方向は前記少なくとも一方向と垂直である。
【００６４】
　実施例１９は実施例１８の主題を含んでいてもよく、前記フレームの外部回転により前
記第２の試験質量構造が動く。
【００６５】
　実施例２０は実施例１９の主題を含んでいてもよく、前記第２の試験質量は前記第１の
試験質量上に配置されている。
【００６６】
　実施例２１は実施例１６の主題を含んでいてもよく、前記装置はジャイロスコープを有
する。
【００６７】
　実施例２２は、装置における慣性変化を検出する方法であって、該方法は、装置の光源
発生ユニットが、第１の導波路に光ビームを供給するステップであって、前記第１の導波
路は第２の導波路の端面に光学的に結合され、前記第２の導波路に前記光ビームの少なく
とも一部を伝送させる導波路を有する、前記第１または第２の導波路は前記装置の慣性変
化に応じて可動であるステップと、前記装置の検出モジュールが、前記装置の慣性変化に
応じて、前記第２の導波路により伝送される前記光ビームの一部の光強度の変化を検出す
るステップであって、前記変化は前記第２と第１の導波路に対する前記第１または第２の
導波路の動きにより生じ、前記変化は前記装置の慣性変化の尺度を示す。
【００６８】
　実施例２３は実施例２２の主題を含んでいてもよく、前記慣性変化は前記装置の外部回
転または加速のうち少なくとも一方を含む。
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　実施例２４は計算デバイスであって、該計算デバイスは、プロセッサと、前記プロセッ
サに結合した微少電気機械システム（ＭＥＭＳ）装置であって、前記ＭＥＭＳ装置は、光
ビームを発生するように構成されたレーザ装置と、前記光ビームを受け取り出力するよう
に構成された第１の導波路と、前記第１の導波路と端面同士が実質的にアライメントされ
た第２の導波路であって、前記実質的にアライメントされた端面を通した光学的結合によ
り前記第１の導波路から前記光ビームの少なくとも一部を受け取るように構成された第２
の導波路とを有し、前記第１または第２の導波路は前記計算デバイスの慣性変化に応じて
可動であるように構成され、前記第１のまたは第２の導波路の動きにより前記光ビームの
位置の光強度が変化し、前記第２の導波路と結合し、前記光ビームの一部の光強度饒辺か
を検出し、前記プロセッサに、光強度の尺度を示す信号を出力するように構成された検出
器とを有し、前記プロセッサは、前記信号に基づき前記計算デバイスの慣性変化を決定す
るように構成されている。
【００７０】
　実施例２５は実施例２４の主題を含んでいてもよく、前記計算デバイスは、ラップトッ
プ、ネットブック、ノートブック、ウルトラブック、スマートフォン、タブレット、また
はパーソナルデジタルアシスタント（ＰＤＡ）よりなるグループから選択されたモバイル
計算デバイスである。
【００７１】
　さまざまな実施形態は、上記の実施形態の任意の好適な組み合わせを含んでいてもよく
、上記の結合形式（ａｎｄ）で説明した（例えば、「ａｎｄ」は「ａｎｄ／ｏｒ」であっ
てもよい）実施形態の代替的（ｏｒ）実施形態を含む。さらに、幾つかの実施形態は、実
行された時、上記の実施形態のいずれかを実行する命令を記憶した一以上の製品（例えば
、非一時的コンピュータ読み取り可能媒体）を含み得る。さらに、幾つかの実施形態は、
上記の実施形態の様々な動作を実行する任意の好適な手段を有する装置またはシステムを
含み得る。
【００７２】
　上記の例示した実施形態の説明は、要約に記載したものも含め、網羅的なものではなく
、本開示の実施形態を開示の詳細な形式に限定するものでもない。例示を目的として具体
的な実施形態と実施例をここに説明したが、当業者には言うまでもなく、本開示の範囲内
でさまざまな等価な修正が可能である。
【００７３】
　これらの修正は上記の詳細な説明を考慮して、本開示の実施形態に対してできる。以下
の特許請求の範囲で用いる用語は、本開示のさまざまな実施形態を、明細書及び請求項に
開示した具体的な実施形態に限定するものと解してはならない。むしろ、範囲は全体的に
以下の特許請求の範囲により決定され、請求項の解釈について確立された減速に従って解
釈されるべきである。
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